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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．交通事故の現状



※２ 昭和46年以前は、沖縄県を含まない。
※３ 昭和40年以前の件数は、物損事故を含む。
※４ 昭和34年以前は、軽微な被害事故（８日未満の負傷、２万円以下の物的損害）は含まない。

交通事故の概況
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昭和45年
981,096

昭和45年
16,765

昭和44年
720,880

平成4年
11,452

平成16年
1,183,617

平成16年
952,720

死者数（２４時間以内）

発生件数

負傷者数

令

令和2年
2,839

令和2年
309,178

令和2年
369,476

交通事故の死者数※、負傷者数、事故発生件数はいずれも近年減少傾向にある。

※１ 本資料において特に指定のない限り、「死者」とは「24時間死者」を指す。
「24時間死者」とは、交通事故発生から24時間以内に交通事故が原因で死亡した者をいう。

出典：「交通事故発生状況の推移（昭和23年～令和２年）」（警察庁）
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重度後遺障害者と介護料受給資格者数の推移

交通事故の死者数は減少している一方、重度後遺障害者数はほぼ横ばい、介護料受給資格者数は
微増傾向にある。
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介護料受給資格者数
重度後遺障害者数

交通事故死者数（24時間以内）

（年度）

（人）

※交通事故死者数(24時間以内)は暦年
※介護料受給資格者数は独立行政法人自動車事故対策機構による介護料受給資格認定を受けている人数（年度末時点）
※重度後遺障害者数は、後遺障害等級表（自動車損害賠償保障法施行令別表第一、別表第二）の別表第一に該当する
介護を要する後遺障害及び別表第二の１～３級に該当する後遺障害等級の認定を受けた自賠責保険の支払い件数
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自賠責保険料の推移

自賠責保険料は近年、交通事故の減少等による損害率の低下に伴い、引下げ傾向にある。
令和３年１月の自賠審答申を踏まえ、同年４月から全車種平均で６.７％の引下げを実施。
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自賠責保険料とは

○ 自賠責保険料は、金融庁において、保険収支の検証結果に基づき、自動車損害賠償責任保険審議会（自賠審）における
審議を経て決定（「自動車損害賠償責任保険基準料率」金融庁告示）。

○ 保険収支の検証は、損害保険料率算出機構（損害保険料率算出団体に関する法律（昭和23年法律第193号）に基づき、
各損害保険会社が内閣総理大臣の認可を受けて設置した法人）において行われる。当該検証の結果に基づき、金融庁が
自賠審に保険料改定の諮問を行う。

○ 自賠審は、例年１月に１回開催されている（改定時には２回開催）。
○ 令和３年１月の自賠審答申を踏まえ、同年４月から全車種平均で６.７％の引下げを実施。

自賠責保険料の推移 ※自家用普通乗用自動車２年契約の保険料

（年度）昭和53 60 9 14

（円）
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25,830

令和2 3

20,010

21,550

令和３年度改定の具体的内容

車 種 (契約)
改定前
（R2.4.1～
R3.3.31）

改定後
（R3.4.1～）

改定率

自家用普通乗用 ２年 21,550円 20,010円 △7.1%

バス（営業用） １年 40,370円 37,830円 △6.3%

タクシー １年 102,200円 93,120円 △8.9%

トラック(営業用普通) １年 30,530円 28,380円 △7.0%



・国の賦課金収入 13億円
・自動車１台当たり 約32円／2年

（自家用普通乗用車２年契約の場合）

政府の自動車損害賠償保障事業

加害者が自賠責保険に加入していない（無保険車両）場合や、ひき逃げで加害者が不明である場合には、自賠
責保険への請求ができないことから、被害者に対し、国が自賠責保険と同等の損害のてん補を行い被害者の
救済を行う（自賠法第72条第1項）
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政府保障事業の流れ

損害保険会社等被 害 者

加 害 者
（無保険車）

一部業務の
委託

国 土 交 通 省
求償

保障金の請求

弁済

保障金の支払い

・損害てん補額決定
・債権回収

・請求の受理
・損害調査
・保障金の支払い

政府保障事業の取扱件数・支払実績 政府保障事業の原資
単位：件、百万円

区分 受付件数 支払件数 支払保障金額

平成３０年度

ひき逃げ 618 642 279

無保険 206 209 535

合 計 824 851 814

令和元年度

ひき逃げ 488 447 184

無保険 169 163 501

合 計 657 610 685

令和２年度

ひき逃げ 384 330 136

無保険 170 91 373

合 計 554 421 509

令和３年度
予算

被保険者からの賦課金（自賠責保険料の一部）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．今後の自動車事故対策事業の方向性



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

① 交通安全対策全般



交通安全に関する日本における取組み（第11次交通安全基本計画）

第11次交通安全基本計画において、世界一安全な道路交通の実現を目指し、24時間死者数を2,000人(※)
以下、重傷者数を22,000人以下とする目標を設定。

交通安全基本計画とは

第11次交通安全基本計画の概要

交通安全対策基本法（昭和45年法律第110号）に基づき、交通の安全に関する総合的かつ長期的
な施策等の大綱を定めるもの。

道路交通の安全についての目標

① 世界一安全な道路交通の実現を目指し、24時間死者数を2,000人(※)以下とする。（※30日以内死者数2,400人）

② 重傷者数を22,000人以下にする。

目標期間（第１１次） 令和３年度～令和７年度（５カ年）

道路交通の安全についての対策の視点

① 高齢者及び子供の安全確保 ② 歩行者及び自転車の安全確保と遵法意識の向上 ③ 生活道路における安全確保

④ 先端技術の活用推進 ⑤ 交通実態等を踏まえたきめ細かな対策の推進 ⑥ 地域が一体となった交通安全対策の推進

道路交通の安全についての対策の柱

① 道路交通環境の整備 ② 交通安全思想の普及徹底 ③ 安全運転の確保 ④ 車両の安全性の確保

⑤ 道路交通秩序の維持 ⑥ 救助・救急活動の充実 ⑦ 被害者支援の充実と推進 ⑧ 研究開発及び調査研究の充実 8



交通安全基本計画の目標と達成状況

第11次交通安全基本計画の目標の達成のためには、更なる対策が必要な状況。
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第8次計画 第9次計画 第10次計画 第11次計画

死者数
2,500人以下
（未達成）

死傷者数
50万人以下

（達成）

第10次目標

24時間死者数

目標年：令和2年

死者数
2,000人以下

重傷者数
22,000人
以下

第11次目標
目標年：令和7年

令和

重傷者数

2,839人

372,315人

27,774人



現在の自動車事故対策事業としての取組み（令和３年度予算ベース）

国土交通省では、自動車事故被害者の救済のため、重度後遺障害者等に対して被害者救済対策を実施する
ともに、新たな自動車事故被害者を生まないための事故発生の防止対策を実施。

実車を用いた衝突試験等の結果の公表により、
車両の安全性能を向上

交通遺児への支援

○（公財）日弁連交通事故相談センターによる法律相談

事故の相談・解決

○救急医療機器整備事業

○ASV(先進安全自動車)の普及

○運行管理の高度化に資する機器等普及、社内
安全教育実施

○プロドライバー等に対する安全 運転意識向上に
係る教育等

○賠償金を基にした育成給付金の支給

○生活資金の無利子貸付 ○交通遺児の集いの開催

○療護施設の設置・運営
他に受け入れる医療機関がない最重度の後遺
障害者に対する専門的治療を実施

重度後遺障害者への支援

被害者救済対策 事故発生防止対策

安全総合対策事業

自動車アセスメント
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○介護料の支給
在宅ケアを行う家庭に対し、介護用品の
購入等に充てる費用を支給

○訪問支援の実施
在宅ケアを行う家庭を訪問し、情報提供や
悩みの聴取等により支援

○短期入院・入所協力事業の実施

在宅ケアを受けている重度後遺障害者が、
短期間、病院へ入院又は障害者施設へ入所
できるよう病院等の受入体制を整備

＜病院・施設の指定状況（令和３年７月現在）＞
協力病院：２０２箇所、協力施設：1３６箇所

○在宅生活支援環境整備事業の実施
在宅重度後遺障害者が介護者なき後等に
グループホーム等の障害者支援事業所へ
入所し生活することができるよう事業所の
受入体制を整備



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

② 被害者救済対策



今後の自動車事故被害者救済対策のあり方 報告書概要

被害者救済対策の目指す方向

 後遺障害の残った者が治療やリハビリの機会の提供を安心して受けられる環境を整備
 介護者なき後に対する不安や事故直後における不安の軽減を図るため、安心できる支援策を具体化

自動車事故被害者及びその家族からの要望

療護施設の充実
介護者なき後
への備え

リハビリの機会
の確保

療護施設の充実 リハビリの機会の確保等

 療護施設退院後のリハビリ

 脊髄損傷を負った場合におけるリハビリ

 高次脳機能障害を負った場合におけるリハビリ

介護者なき後への備え

 生活の場の確保等に必要となる施策の検討

事故直後の支援

事故直後の支援

 事故直後の被害者への情報提供の充実等

 短期入院・入所のあり方の検討
 療護施設のあり方の検討

 療護施設への待機患者の最小化

 療護センターの老朽化対策の検討

論点整理

検討の
背景

自動車事故被害者等からさらなる施策の充実を求める声をいただくとともに、社会保障制度の変化、
介護者の高齢化等など、自動車事故被害者救済対策を取り巻く情勢の変化を踏まえ、さらに効果的、
かつ、きめ細かい支援を実現するため、検討会を設置し、今後の取組の方向性を整理。
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今後の自動車事故被害者救済対策のあり方 報告書概要

療護施設の充実

関東地方の療護施設で生じている待機患者の
解消を図るべき

関東地方への小規模委託病床の拡充

療護センターの老朽化対策を講じるべき
真に必要な機能確保に努めるほか、最も経済的
かつ効率的な方法による老朽化対策を実施

リハビリの機会確保等

脊髄損傷者が回復期の後、中長期間入院し、リ
ハビリを受けられる病院の確保を進めるべき

脊髄を損傷し、重度後遺障害を負った方を
中長期間受け入れる病院を選定・支援

維持期・慢性期において十分な
リハビリテーションを受けられる場が少ない

リハビリに意欲的に取り組む協力病院を選定し、
重点的に支援するとともに、情報提供を強化

高次脳機能障害者の自立訓練を支援して社会
復帰を促進すべき

高次脳機能障害に対する十分な理解・知見を有
し、自立訓練を提供している先駆的な事業者を
試行的に支援し、効果的な支援策を検討

利用者が必要としている医療行為等への対応
が可能な施設が限定的であることを踏まえた
短期入所の利用促進策を検討すべき

重度後遺障害者の利用実績の多い施設を個別
に調査・分析した上で、利用促進策を検討

課題と対応の方向性①

療護施設全体における空床の発生状況を踏ま
えた療護施設のあり方を整理するべき

療護施設全体の体制を維持するとともに、提供
する「サービスの充実」に重きを置く方向
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今後の自動車事故被害者救済対策のあり方 報告書概要

介護者なき後への備え

介護者の高齢化等を踏まえ、「生活の場」の
確保をさらに進めるべき

グループホーム等における厳しい人手不足の状
況等を踏まえ、これまで以上に充実した支援策
を講じることにより、自動車事故被害者の受入
拡大に資する施策を検討

介護者なき後に至る前段階から地域で支える
ネットワークの構築を支えるべき

ニーズに応じた相談先の紹介等につなげられ
るよう自治体等とのつながり強化を検討

事故直後の支援

事故被害者等の精神的ケアを図るとともに、
情報提供の充実を図るべき

事故被害者等を対象とした精神的ケアや
情報提供の充実を図ることを検討

課題と対応の方向性②

今後留意すべき事項

今後留意すべき事項

自動車事故被害者が安全・安心な障害福祉サービスの提供を継
続して受けることができるよう、今後のICTにかかる技術革新の
動向等に配意し、必要な施策を検討することが適当

① 障害福祉分野における技術革新への配意

報告書で一定の方向性をまとめた事項についても、変化の速度を
増している社会情勢の変化を踏まえて、不断の見直しを継続

② 自動車事故被害者を巡る状況に対応した
施策の継続検討

自動車事故対策勘定によって自動車事故被害者救済対策を実施
するスキーム確立以降の状況変化を踏まえた同対策を安定的かつ
継続的に実施するための方策を検討することが適当

③ 被害者救済対策の将来的な継続性・安定性
を確保するための方策の検討
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重度後遺障害者数の将来推計（各年度新規認定者数）
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※直近10カ年(H22～R1)の実績値を用いて回帰分析を行い、R2以降の数値を予測
※重度後遺障害者数は、後遺障害等級表（自動車損害賠償保障法施行令別表第一、別表第二）の別表第一に該当する
介護を要する後遺障害及び別表第二の１～３級に該当する後遺障害等級の認定を受けた自賠責保険の支払い件数

実績値 推計値

R10
1,349 R15

1,222 R20
1,107 R25

1,003 R28
945

H22
2,027

R1
1,655

交通事故の発生件数の減少等を要因により、毎年度新たに重度後遺障害者として認定される者は将来に向
かって減少していく見込み

（人）
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NASVA介護料受給資格者数の将来推計

※直近10カ年(H22～R1)の実績値を用いて回帰分析を行い、R2以降の数値を予測

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

脳損傷 脊髄損傷 合計

実績値 推計値

H22
4,592

R1
4,684

R10
4,706

R15
4,733

R20
4,760

R25
4,788

R28
4,804

H22
2,840

R1
2,902

R10
2,910

R15
2,927

R20
2,944

R25
2,961

R28
2,971

H22
1,752

R1
1,782

R10
1,796

R15
1,806

R20
1,816

R25
1,828

R28
1,833

新たに重度後遺障害者となる者の人数は将来に向けて減少していく見込みであるものの、各年度末時点にお
ける常時又は随時の介護を要する重度後遺障害者の人数はほぼ横ばいで推移してきており、その傾向は今後
も一定期間は継続していく見込み

16

ストック



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

③ 事故発生防止対策



交通事故のない社会を目指した今後の車両安全のあり方について（概要）
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今後の車両安全のあり方 ： 車両安全対策における次期削減目標

令和12年までに、車両安全対策により、令和2年比で、30日以内交通事故死者数を1,200人削減、
重傷者数を11,000人削減
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事業用自動車総合安全プラン２０２５ [計画期間：令和３～７年度]

20



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．自動車事故対策勘定の財政事情



自動車事故対策勘定の歳入推移（平成２９年度以降）
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H29 H30 R1 R2 R3

積立金取崩し 繰戻金 その他

1２７億円 137億円 143.1億円 143.5億円（億円）

９１億円 8２億円 79億円 78億円

23億円 37億円 40億円

３６億円

3２億円

27億円 26億円

7７億円

4７億円

2０億円

144.2億円
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自動車事故対策勘定の歳出推移（平成２９年度以降）

0

20
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80
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H29 H30 R1 R2 R3

(独)自動車事故対策機構 関係予算 自動車事故対策費補助金(被害者救済対策関係) その他

６８億円
療護施設の
新設
(藤田医科大学)

72億円
療護施設の
新設
(金沢脳神経外科)

73.1億円
療護施設の
新設
(松山市民病院)

73.5億円
療護施設の
増床
(藤田医科大学)

44億円
介護者なき後
対策の新設

50億円
介護料の支給
額引上げ

50億円
介護者なき後
対策の充実

127億円 137億円

42億円
短期入院・入所
の充実

（億円）

74.4億円
療護施設の
新設
(関東地方(予定))

50億円
介護者なき後
対策の充実

143.1億円 143.5億円 144.2億円
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自動車事故対策勘定の積立金の推移

2,545 

2,415 

2,845 2,737 
2,627 

2,514 2,472 
2,385 

2,298 
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2,192 
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2,049 
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1,878 1,794 
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1,582 

1,504 

0

500

1,000

1,500

2,000
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積立金残高

（億円）

積立金が減少し続けており、特に事故被害者が、自動車事故対策事業の将来的な持続可能性に懸念。
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自動車事故対策勘定の運用益の発生状況（平成14年度以降）

50.3
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0.00%
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2.00%
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（億円） （％）

運用益収入は減少。現在より高い預託金利であった際に財政投融資へ預託したものが順次、満期を迎え、これ
らを再度預託しているところ、現在の預託金利を踏まえると今後の運用利率のさらなる低下は不可避な状況。
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一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し 概要

年度 繰入額

平成6年度 8,100億円（当初）

平成7年度 3,100億円（当初）

年度 繰戻額

平成8年度 1,544億円（補正）

平成9年度 808億円（補正）

平成12年度 2,000億円（当初）

平成13年度 2,000億円（当初）

平成15年度 569億円（補正）

平成30年度 23億円（当初）

令和元年度 37億円（当初）

12億円（補正）

令和２年度 40億円（当初）

８億円(補正)

令和３年度 47億円（当初）

自動車安全特別会計

繰入額
11,200億円

令和２年度
までの繰戻額
7,043億円

一般会計

○ 一般会計に繰り入れた１兆1,200億円について、約6,000億円が繰り戻されていない。

○ 毎年度の繰戻額は、法律や大臣間合意に基づき、財務省及び国土交通省が協議の上、決定。

○ 令和３年度予算において、繰戻額は4７億円に増額。

剰余金
6１０億円

539億円
（繰入残高）

 政府保障事業
（ひき逃げ・無保険車による事故被害
の救済）

 被害者救済事業

 事故防止事業

積立金
1,5０4億円

5,474億円
（繰入残高）

自動車事故対策事業

■ 被害者救済事業 ■ 事故防止事業

○ 療護施設の設置・運営

○ 介護料の支給 等

○ASV(先進安全自動車)の導入補助

○自動車アセスメント事業の実施 等

■ 自動車事故対策勘定 ■ 保障勘定

繰入残高6,013億円(令和３年度末見込み)

元本 4,848億円

利子相当額 1,166億円
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一般会計からの繰戻しに係る大臣間合意とこれまでの経緯

これまでの大臣間合意の経緯

平成９年度から
平成１２年度まで

平成１３年度から
平成１６年度まで

平成１７年度から
平成２３年度まで

令和元年度から
令和４年度までの間

平成２４年度から
平成３０年度まで

平成６年２月１０日 合意

藤井裕久 大蔵大臣
伊藤 茂 運輸大臣

平成１１年１２月１７日 合意

宮沢喜一 大蔵大臣
二階俊博 運輸大臣

平成１５年１２月１７日 合意

谷垣禎一 財務大臣

石原伸晃 国土交通大臣

平成２９年１２月１８日 合意

麻生太郎 財務大臣
石井啓一 国土交通大臣

平成２２年１２月２２日 合意

野田佳彦 財務大臣
馬淵澄夫 国土交通大臣

１．一般会計への繰入れは、平成６年度限りの臨時異例の措置として行うものとする。

２． 自賠特会から一般会計への繰入金相当額は、原則として平成９年度から平成１２年度（※）までの間において分割して、一般会計か
ら自賠特会に繰り戻すこととする。

（※）平成２９年の財務大臣・国交大臣合意等により、下線部は、「平成３１年度から平成３４年度」と改められた。

大蔵大臣・運輸大臣間合意 （平成６年２月１０日）

１．平成６年度及び平成７年度における自動車損害賠償責任再保険特別会計（現、自動車安全特別会計。）から一般会計に対する繰入金
については、平成３０年度において、２，３２０，３０７千円を自動車安全特別会計自動車事故対策勘定に繰り戻すこととする。

２．繰入金の残存額については、従来の大蔵省と運輸省の間の合意事項を維持することとするが、自動車事故対策勘定における積立金の
水準と変動状況等に鑑み、平成６年２月１０日付けの大蔵大臣及び運輸大臣間覚書（蔵計第２３８号、自保第３８号）記２の「平成２
４年度から平成３０年度」を「平成３１年度から平成３４年度」に改めることとする。

３．毎年度の具体的な繰戻額については、被害者等のニーズに応じて被害者保護増進事業等が安定的、継続的に将来にわたって実施され
るよう十分に留意しつつ、一般会計の財政事情、自動車安全特別会計の収支状況等に照らし、財務省及び国土交通省が協議の上、決定
することとする。ただし、自動車安全特別会計の事業の運営上、予期しない資金手当の必要が生じると見込まれる場合には、平成３４
年度以前であっても繰り上げて必要額を繰り戻すこととする。

財務大臣・国土交通大臣間合意 （平成29年12月18日）

本年末に令和５年度以降の繰戻しに係る新たな大臣間合意に係る議論が必要
27



一般会計の繰入金の繰入れ・繰戻し状況

28

自動車安全特別会計から平成6年

度及び平成7年度に一般会計に繰

り入れた繰入金のうち、約6,000

億円が未だに繰り戻されていない。

自動車安全特別会計への繰戻し

の期限は、大臣間の合意により決

められてきており、平成29年に更

新された現在の合意においては、

令和4年度 までを返済期限として

いる。

令和3年度予算においては47億

円の繰戻しが措置され、3年連続

の増額となった。

（令和３年度末現在）

年 度 繰 入 額 繰 戻 額 元 本 残 高 利子相当額 備 考

平成06年度
平成07年度
平成08年度
平成09年度
平成12年度
平成13年度
平成15年度
平成30年度
令和元年度
令和元年度
令和02年度
令和02年度
令和03年度

7,800
2,910

億円
億円

1,544
808

2,000
2,000
508
23
37
12
40
８
47

億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円

7,800
10,710
9,166
8,358
6,358
4,358
4,358
4,358
4,358
4,358
4,358
4,358

億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円
億円

当初
当初
補正
補正
当初
当初

補正(利子分)
当初(利子分)
当初(利子分)
補正(利子分)
当初(利子分)
補正(利子分)
当初(利子分)

令和3年度末累計 10,710億円 7,029億円 4,358億円 1,116億円

年 度 繰 入 額 繰 戻 額 元 本 残 高 利子相当額 備 考
平成06年度
平成07年度
平成15年度

300
190

億円
億円

61億円

300
490
490

億円
億円
億円

当初
当初

補正(利子分)

令和3年度末累計 490億円 61億円 490億円 49億円

年 度 繰 入 額 繰 戻 額 元 本 残 高 利子相当額 備 考

令和3年度末累計 11,200億円 7,090億円 4,848億円 1,166億円

元利計 6,013億円

自動車事故対策勘定（保険勘定）

保障勘定

合計

＊端数処理により合計が合致しない場合がある。

元利計 539億円

元利計 5,474億円



一般会計の財政事情
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財政状況の中期的見通し

30

○ 基礎的財政収支（プライマリーバランス：PB）は、成長実現ケースにおいても、2025年度
（令和７年度）でも、対ＧＤＰ比で0.5％程度の赤字という試算。

※ 基礎的財政収支…社会保障や公共事業等、様々な行政サービスを提供するための経費（政策的経費）を、税収等で賄えているか
どうかを示す指標。現在、我が国の基礎的財政収支は赤字であり、政策的経費を借金で賄っている状況。

（出典）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和３年７月21日 経済財政諮問会議提出）

国・地方の基礎的財政収支（PB）対GDP比



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．自動車事故対策事業の財源を巡るこれまで
の議論



政府再保険制度における被害者救済対策・事故発生防止対策

平成13年の自賠法改正により、政府再保険が廃止される以前は自動車ユーザーの支払った自賠責保険料
そのものではなく、自賠責保険料の徴収と保険金の支払いの間に存在するタイムラグを活用して自賠責保険
料を国で資金運用した結果生じた利益を充てて実施。

制度概要

保
険
契
約
者

（自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
）

賦 課 金

国土交通省
（自動車損害賠償責任再保険特別会計）

保 険 料

保険金支払

保険会社が実施

保
険
会
社

政府保障事業

保障勘定

業務勘定

事故
被害者

政策事業（被害者救済・事故防止）ひき逃げや無保険車による事故被害者を救済

保険勘定
再保険金支払 再保険料

運用益

単年度発生運用益

377億円
（H12年度）
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賦課金
運用益

再 保 険 料



自動車損害賠償保障法及び自動車損害賠償責任再保険特別会計法の一部を改正する法律
（平成13年６月29日法律第83号）の概要

平成13年の自賠法改正では、政府再保険制度の廃止、これに伴う国のよる支払適正化のための監督規定の
整備、紛争処理機関の設置に加え、政府再保険の運用益について、保険料負担軽減によるユーザー還元と被
害者救済等の政策事業の安定的実施の２本柱への活用に係る規定の整備を実施。

法案概要

① 政府再保険制度の廃止

規制緩和を実施するため、自賠責保険の政府再保険制度を廃止する。

② 支払適正化措置

政府再保険における支払い審査にかわる措置として、保険金の支払いを保険会社が行う際には、保険会社
は、支払い請求者に対して保険金の支払いに関する情報を提供しなければならないこととし、また、死亡事案
等に係る支払いについては国に届け出ること等保険金支払いの適正化のための措置を講ずる。

③ 紛争処理の仕組みの整備

保険金の支払いに係る紛争の公正かつ的確な解決のため、保険金の支払いに関する紛争処理の仕組みを
整備する。

④ 政府再保険の運用益を活用した自動車事故対策事業の実施とユーザー還元

被害者救済対策事業等について計画に基づいて財政上の措置を実施することとするとともに、保険契約者
の保険料等の負担の軽減のための交付金を交付する。

⑤ 自動車損害賠償保障事業特別会計への名称変更と勘定の整理

自動車損害賠償責任再保険特別会計の名称を自動車損害賠償保障事業特別会計に改め、保障勘定以
外の二勘定を廃止するとともに、被害者救済等のための勘定及び保険契約者の保険料等負担の軽減のため
の勘定を設け、特別会計の運用益をそれぞれ帰属させる。 33



ユーザー還元

平成13年改正時における政策事業の整理

平成13年の自賠法改正により、再保険制度が廃止された際、政策事業については、以下のとおり整理の上、
自動車事故対策事業として実施されることとされた。

政策事業についての基本的な考え方

平成12年12月26日「今後の自賠責保険のあり方に係る懇談会」報告書

被害者救済対策事業・
自動車事故防止対策事業の充実

効果の小さい事業の
合理化・廃止

事業実施のための財源として
現在ある運用益の安定的確保

賦課金はユーザー負担に鑑み、
運用益の活用との相殺等を考慮

事故対センターの実績評価と
事業の見直し・改善・情報開示

政府再保険の運用益はユーザー
還元と政策事業の２本柱で活用

資金の整理

保
険
契
約
者

（自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
）

事故
被害者

国土交通省（自動車安全特別会計）

保険料等充当
交付金勘定

政府再保険の運用益（２兆円）

11/20
(約1.1兆円)

事故対勘定

９/20
(約０.９兆円)

保障勘定

賦 課 金

政府保障事業
事故対事業（被害者救済・事故防止）

再保険金の支払
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自動車損害賠償保障法及び自動車損害賠償責任再保険特別会計法の一部を改正する法律
（平成13年６月29日法律第83号）の附帯決議

衆議院

一 自動車事故被害者、特に重度後遺障害者等の増加にかんがみ、一層の被害者保護の充実を図ること。
二 自動車事故による損害に対する支払について、損害保険会社等は、公平性を確保するとともに、被害者等に対する情報の開示及び説明等を充実することを含め、より一
層の適正化を図ること。

三 指定紛争処理機関については、現在ある審査機関等と連携を保ち、効率的な運営を行うとともに、紛争処理業務の独立性、中立性及び公正性を確保し、所管官庁の出
身者がその役員になることは厳に抑制すること。

四 運用益活用事業については、その内容の適正化と効率化を図るため、自動車事故対策計画策定の際に自賠責審議会等の場で十分議論するとともに、その結果につい
ても意見を求めること。

五 金融審議会自賠責部会は、自賠責保険制度の根幹にかかわる事項について検討するなど、その機能の充実・強化を図ること。
六 損害保険会社等は、自賠責保険料を百パーセント運用することになることにかんがみ、その適正かつ効率的な運用を図り、あわせて従来以上に被害者に対し配慮するこ
と。

七 自動車事故の被害者の救済及び自動車事故の防止に関しては、この法律の施行後五年以内に、社会経済状況の推移等を勘案し、賦課金制度の導入の可能性を含め、
検討を加えること。

八 自動車事故を防止し、国民を事故被害から守り、精神面も含め、被害者を救済するための諸施策については、各省庁がより一層協力し、総合的な取組みを図るよう努め
ること。

参議院

一 自賠責保険制度に関する審議会の緊密な連携を図り、審議会の意見を十分尊重し、制度の充実、運営の適正化に努めること。
二 ノーロス・ノープロフィットの原則を堅持しつつ、保険料率の見直しを適時・適切に行うこと。
三 損害保険会社等は、保険料等を全額運用することになることを踏まえ、その安全かつ効率的な運用を図るとともに、再保険廃止による事務コストの削減を契機に、徹底し

た各種経費の節減及び合理化に努めること。
四 保険金等の過少払いと過払いを防止するための業務の改善を図るとともに、被害者等に対する情報開示・説明等を充実させ、また、損害査定の透明性、客観性の定着に

努めること。
五 自賠責保険金の支払いと各種公的保険制度による給付が競合する場合、被害者救済に最もふさわしいものが適用されるよう、各制度との分担、調整の円滑化を図るこ

と。
六 政府保障事業の保障金の支払いについて、公平性の確保の観点から、被害者の過失相殺の緩和、実勢を加味した治療費査定及びこれらの事務の早期処理等について

検討すること。
七 指定紛争処理機関については、効率的な運用を行うとともに、紛争処理業務の独立性、中立性及び公平性を確保し、所管官庁の出身者がその役員になることは厳に抑

制すること。
八 運用益活用事業については、財源が自賠責保険の果実であることに留意し、事業の必要性及び実施方法を見直すとともに、その情報を公開すること。
九 自動車事故対策センターの運営について、事業の内容を見直し、ニーズの高い事業の充実、低い事業の縮減を行うとともに、組織・人員の縮減に努めること。
十 重度後遺障害者等の自動車事故被害者の急増にかんがみ、遺族の心のケアを含めた被害者の保護の充実を図るとともに、いわゆる自損事故を起こした被害者の救済

についても検討すること。
十一 療護センターにおける介護病床の整備とともに、一般病院への短期入院・委託等により、介護病床の拡大に努め、重度後遺障害者の療養対策の強化を図ること。
十二 医師会等の協力のもと、診療報酬基準案を作成しその普及に努めているが、未実施の府県があることから、その早期浸透に努めること。
十三 自賠責特会から一般会計への繰入金及び自賠責特会の当該勘定において生じていたと見込まれる運用収入は、速やかに自賠責特会に繰り戻すこと。
十四 自動車事故の被害者の救済及び自動車事故の防止については、この改正法の施行後五年以内に、社会経済情勢の推移等を踏まえ、賦課金制度の導入の可能性を

含め、検討を行うこと。

平成１３年６月６日 国土交通委員会

平成１３年６月２１日 国土交通委員会
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「今後の自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会」報告書(H18年度)

懇談会開催の趣旨

平成13年自賠法改正により「自動車事故対策事業」を行うことが法定化されるとともに、同改正に際して、
改正後５年以内に当該事業の見直しを行うことが附帯決議により政府に求められたことを受けて開催

今後の被害者救済対策の見直しの概要

専門的な治療・看護を受けられる機会の確保 心のケア・情報提供の環境整備

 関係機関等との連携体制の構築
市町村、警察、救急病院や医師会、弁護士会等との連携を強化

 (独)自動車事故対策機構による情報提供の充実
相談窓口機能の強化、情報内容の充実

 被害者団体活動の支援
被害者家族の活動を積極的に支援（講演会に対する後援等）

損害賠償の保障の充実

 高次脳機能障害認定システムの充実
高次脳機能障害認定システムに係る問題の有無等について検討

その他

 政府保障事業の運用変更
高重過失の場合に限った減額など、被害者救済の観点から、可能な

限り自賠責保険と同様なものに変更し、損害てん補を充実

 「親亡き後問題」の解決等
実態把握に努めるとともに、実現可能な生活支援の方策について、

財源に十分に配意しつつ関係者と真摯に議論を継続

引き続き検討すべき課題

 救急治療の支援  無保険車対策  自賠責保険の支払適正化措置 等

 短期入院協力病院の拡充
短期入院受入可能な一般病院等に対する「短期入院協力病院」指定を増
やし、各都道府県に１以上確保

 既存の療護センターの効率的・積極的な活用
入院期間の短縮、認知度向上、学会発表や研修等を通じた治療・看護技術の
普及

 療護センター機能の委託
一般病院に長期入院受入れ、専用病床等確保に基づく療護センター機能
を委託
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 賦課金の導入
導入を検討する状況になく、現在の仕組みを維持することが適当



事故対
勘定

積立金
（再保険運用益

の残）

政府再保険の運用益のユーザー還元終了後における自動車事故対策事業

保
険
契
約
者

（自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
）

賦 課 金

国土交通省
（自動車損害賠償責任再保険特別会計）

保 険 料

保険金支払

保険会社が実施

政府保障事業

保障勘定

繰
戻
し

一
般
会
計

事故
被害者

自動車事故対策事業
（被害者救済・事故防止）

ひき逃げや無保険車による事故被害者を救済

平成13年の自賠法改正以後は、政府再保険廃止時に残された政府再保険の運用益の一部を事故対勘定に積
立金として積み立て、当該積立金の運用益と取崩しを中心に、近年（平成30年度以降）は一般会計からの繰戻
しを加えたものを財源として自動車事故対策事業を実施。

制度概要

再保険金の支払

保
険
会
社

単年度発生運用益

19億円
（R1年度）

H13改正時には約２％
の運用利率で160億円
程度の運用益が得られ
ることを見込む
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現在の自動車損害賠償保障制度（令和３年度予算ベース）
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再保険金の支払い

事故被害者

保険契約者
（自動車ユーザー）

保 険 料

賦 課 金

※保険料、保険金支払は令和３年度の見込み。1台当たり保険料は自家用普通乗用車２年契約の場合(R３/4/1から適用）。

ひき逃げ・無保険車の被害者救済

被害者救済・事故防止

政府再保険の再保険料
（平成13年度まで）

11/20
（約1.1兆円）

9/20
（約8,700億円）

ユーザー還元
（平成14～19年度）

剰余金

積立金

1５億円
(１台当たり約32円）

国土交通省
（自動車安全特別会計）

保険料値下げによるユーザー還元と
被害者救済・事故防止対策のための
積立金とにバランス良く配分

22.３億円

一般会計

国の再保険料運用益の配分
（平成13年自賠法改正）

約2兆円

(独）自動車事故対策機構 等

保 障 勘 定

自動車事故対策勘定

5,896億円
(１台当たり20,010円）

1,504億円

6１０億円

144億円

5,474億円

539億円

貸付合計

6,013億円

保
険
会
社

準備金

保険金支払

6,496億円

3.4億円

（
共
同
プ
ー
ル
制

）

47億円

繰戻し

積立金
129億円

【内訳（平成１４年初）】
・実際に積立金に充当された額

約2,600億円
・一般会計への繰入金

約5,600億円（※１）

・その他（※２） 約470億円
（※１）利子相当額を含む
（※２）ＮＡＳＶＡ（旧自動車事故対策センター）への出資金及び貸付金


